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1. 問題提起
『資本論』における労働力商品の売買に関するまとまった考察は，その第1
巻第4章「貨幣の資本への転化」第3章「労働力の売買」にみることができ
る。第3節の内容に即して労働力商品の特殊性を主に売買形式の側面から考察
しようというのが本稿の目的である。
第4章「貨幣の資本への転化」の課題は，資本の一般的規定を，白己増殖す
る価値の運動体と把えることによって，商人資本，金貸資本，独立小生産者の
商品経済活動のいずれによってもかかる資本の一般的規定を十分に満足するも
のではないとし唯一かかる規定を充足する資本として産業資本を導出し，第
5章以下での資本の生産過程分析への移行・媒介を果すことにある。この第4
章を結節点として，商品・貨幣・資本の展開を，本来の意味での資本の生産過
程へと媒介とするマルクスの論理展開から，次の様な資本主義認識を引き出す
ことヵ：できょう。
商品経済が，本来，共同体と共同体の間にあって，社会的再生産の外的媒介
形態でしかなかったのに対して，資本主義的商品経済では，商品経済はもはや
外的媒介形態ではなく，社会的再生産の基軸を編成する原理となるO こうした
商品経済による社会的再生産の支配は，商品流通と社会の存立に不可欠な物的
再生産過程を統合する資本＝産業資本の確立によって実現された。そして産業
資本がこの生産と流通を統一する運動体たりえた根拠に労働力の商品化があっ
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た。資本の本源的蓄積の過程で，一方で貨幣的富の蓄積が，他方で、生産手段か
ら切り離され，封建的身分関係から「解放」された無産大衆の大量的創出が存
在するなかで，資本は生産手段と労働力を商品として購買し，自己の指揮・監
督・管理の下で生産過程を編成することによって，労働者によって行なわれる
剰余労働を剰余価値として搾取する。労働力の売買関係は，この搾取関係に対
して，商品経済的「合理性」を与え，かかる「合理性」に支えられて資本はそ
の価値増殖の資本家社会的な正当性を根拠づけられることになる。
以上の様な認識をマルクスの「貨幣の資本への転化」から引き出しうるとし
て，こうした文脈のなかで、いわゆる労働力商品の売買形式を取り上げるという
ことにはどの様な意味があるのか。後の議論を先取りしていえば，一般商品の
売買形式との相違を検討するなかから，労働力商品の特殊性を明らかにする，
としづ構想が含まれているのである。いわゆる労働力は一般商品と異って，そ
の所有者と所有対象を分離することが出来ず，従っていわゆる労働力の売買は
その消費過程と特殊な関係をもつことになる。つまり，いわゆる労働力の売買
当事者は同時に，資本の生産過程における資本家と労働者として，およそ商品
経済的な「自由，平等，所有そしてベンサム」の関係とは異質な階級関係を形
成するのであって，いわゆる労働力の売買形式を扱うことは同時に，かかる形
式を超えた売り手と買い手の階級関係にふみ込まざるをえない側面をもつので
ある。更に，マルクスが「貨幣の資本への転化」論においていとも造作なく労
働力商品を導出したとはいえ，この労働力商品という概念自身もいくつかの側
面からより立ち入った考察を与えておく必要があると思われる。第一に，古典
派以来の経済学史のなかで，労働力商品としづ概念は，労働商品と混同され，
このために古典派による剰余価値論の展開が妨げられたことは周知のところで
あるが，そうとすれば少なくともこの労働力商品なる概念は，経験的世界から
の帰納によって得られた資本家的表象の概念化ではなく，むしろ学説史の流れ
(1) 『資本論』国民文庫版（ー ） 308ペー ジ。
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のなかで、マルクスが労働価値説を彫琢し，先行学説を批判的に摂取するなかで
形成してきた概念であるということができょう。したがって，我々は『資本
論』における様に簡単に市場において労働力商品を発見する訳にはゆかないの
である。換言すれば，原理論の構成のなかで，経験的表象に即すかたちで、説か
れる資本形式論において，労働力商品という一定の認識論的なフィルターを媒
介にして得られる概念を直接持ち込みうるのかどうかが問題となろう。第二
に，経験的世界では労働の商品化（あるいは雇用関係〉として了解される事態
が，本質的には労働力の商品化である，というにしても，いかなる意味で労働
力が商品といえるのかを更に検討しておかねばならない。一般の商品概念でも
って労働力商品をどの程度まで分析しきれるのか，とし、う問題である。こうし
た問題が提起されることじたいにいわゆる労働力商品の商品としての特殊性が
存在するといってもよし、。第三に，生産過程における搾取関係は，商品形態的
な外皮によって隠蔽されるが，この隠蔽そのものが同時にいわゆる労働力商品
なる概念を，労働商品ないし雇用関係として現象せしめることになるが，この
搾取の隠蔽といわゆる労働力商品の隠蔽はいかなる関係にあり，またし、かなる
メカニズムによって生ずるか，を検討しなければならなし、。冒頭に述べた様に，
これらを主に「貨幣の資本への転化」論における「労働力の売買」に依りなが
ら検討するなかで追求しようというのが本稿の課題である。
売買形式という視点からみた場合，いわゆる労働力商品が，一般商品と異な
る点として， 『資本論』では次の五点が指摘されている。（1）労働力の所有権は
販売後も労働者に所属するということ，（2）労働力は一定期限を限って販売され
るということ，（3~労働力の売買成立と，使用価値の現実的譲渡に時間的ズレが
あること，（4）労働力の代価は後払いであること，（5）労働力の売買は信用売買で
あること，以上の五点である。以下ではこれらについて順に検討することにし
7らこし、。
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2. 労働力の所有権について
マルクスは次の様に述べている。
「彼〔労働者〕が人として彼の労働力にたいしてもつ関係は，つねに彼の所
有物にたし、する，したがって彼自身の商品にたし、する関係でなければならな
い。そして，そうでありうるのは，ただ，彼がし、つでもただ一時的に，一定
の期間を限って，彼の労働力を買い手に用立て，その消費にまかせるだけ
で，したがって，ただ，労働力を手放してもそれにたいする自分の所有権は
放棄しないというかぎりのことである」
ここでまず気がつくのは，マルクスは労働力に対して，労働者自身とは区別さ
れた「所有物」とし、う物化された対象的性格を与えていることである。この限
りにおいて，即ち一般商品に対するのと同様に労働力に対しでも所有権を設定
しうると考える限りにおいて，労働力と一般商品の間で所有者と所有対象の関
係に相違はみられない，と考えられることになる。しかし続いてマルクスは，
労働者が労働力に対する所有権を設定しうるためには，第ーに， 「一定の期間
を限って」販売されるということ，第二に労働力の売買が成立し，資本家に労
働力の処分権が移譲されても，労働力の所有権は依然として労働者に属すると
いうこと，以との二つの特殊な条件を前提しなければならないとしている。
「一定期間を限って」売買する，とし、う場合の「一定期間」の意味については
後に検討するので，ここではその議論を避け，何故「一定期間を限って」売買
されなければ，労働者は自己の労働力に対して所有権を設定出来ないのか，と
いうことと，労働力の所有権が売買後も売り手である労働者に属するというこ
と，この両者の関連を検討しておこう。このことは，人間の肉体的精神的な諸
能力としての労働力が本来人間である、コト、と不可分な関係にあるにも拘
ず，あたかも人間としての労働者に対して外的な、モノ、であるかの如くにみ
なされ，それに所有権を設定するというマルクスによって示された労働者と労
(2) 『資本論』前掲訳書（ー ） 294～ 5ペー ジ。
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働力の関係を，立ち入って検討するということでもある。
商品売買が，商品の売り手から買い手への所有権の移転を伴わないというこ
とは，一般に不可能であろう。商品売買とは，自己にとっては他人のための使
用価値でしかない商品を，一般的等価物たる貨幣の一定量に対して交換するこ
とである。買い手は，得た商品を，自己にとっての使用価値物として，自己の意
志に基づき直接消費するO 買い手が，売り手の意志や意図と無関係にもっぱら
自己の意志と意図にのみ依拠して自由に処分しえるのでなければ商品売買にお
ける買い手の動機は満たされない。従って，買い手は商品の売り手に対して，そ
の自由な処分権の譲渡を請求しているのであり，売買関係が同時に所有権の移
転を伴うのは必然、的である。これに対して，例えば賃貸借の場合には，貸借の
対象物自体は貸し手から借り手に移転されるが，借り手は自由な処分権を行使
しえなし、。この場合には，借り手による当該対象物の消費は，貸し手の指定す
る特定の消費方法ないし利用方法を逸脱することは許されなし、。賃貸借では，
所有権の移転は伴いえず，一定期間の，しかも貸し手の指示による一定期間の
一定の使用法を前提した上で，かかる使用権が商品化するということになる。
もし，労働力が商品として売買されるというのであれば，当然その所有権も
移転しなければならない。しかし所有権の移転を伴わないとするのであるなら
ば，労働力は商品として売買されるとはいえず，むしろ上でみた様に賃貸借に
近い関係とみるべきであろう。いずれにせよ，所有権の移転を伴わない取引を
商品売買とすることは出来ないのである。
そこで，労働力商品の売買について，所有権も移転すると考えることが出来
るかどうか検討してみよう。所有権は，所有対象に対する全面的な処分権であ
って，その廃棄，転売等を含む。もし労働力商品の所有権が資本家に移転する
ということになれば，それは同時に，生産過程における人間の肉体的精神的諸
能力の全面的な処分権の移転を含みうることになる。こうなれば，極端なこと
を言えば，資本家が労働力を完全に処分しその結果として労働者を死に到ら
しめることも正当なものとされることになる。あるいは，買い手の意図に反す
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る労働力商品であった場合に，それを買い手が物理的に処分できるということ
にもなる。しかしこれに対しては，労働力商品はその価値を基準にして売買
されるのであるから，資本家による労働力の消費も，その再生産が可能となる
範囲に限定されはずだ，とし、う反論が予想される。だがこの反論は労働力も一
般商品と同様の商品であるとする限りで妥当ではない。一般商品の場合，商品
売買がその価値を基準として行なわれるということと，買い手が当該商品をど
の様に消費するかということとは全く関係のない事柄である。労働力商品につ
いても，商品である限り，一般商品と同様とすれば，価値を基準として売買さ
れるということと，買い手による消費の方法との問にいかなる関係も見い出し
えないはずである。マルクスは，かかる一般商品の価値と買い手におけるその
使用価値消費の関係を，忠実に労働力商品にも適用することによって，搾取関
係を明らかにすることが出来た。従って搾取関係を明らかにするとしづ局面に
限れば，何も労働力商品の所有権の移転を主張しても問題は生じなし、。にも拘
らず，所有権が移転しえないとしたのは何故か。先にも述べた様に所有権の移
転は，全面的な処分権の移転であり，生産過程における労働者の精神的肉体的
諸能力の支出が結果として労働者自身の存在を抹殺しうる可能性を含むものと
なる点にある。実はここに一般商品と労働力商品とのアナロジーの限界があ
る。資本家が労働力を商品として購買しまさにその所有権に基づく全面的な
処分権を行使することによって，資本家は，自らが購買したもの＝労働力の範
囲を逸脱した労働者の諸能力をも処分することになりかねない。労働力という
労働者の特定の行為，特定の諸能力は，労働者それ自身の全存在と不可分であ
るが故に，かかる結果にならざるをえないのである。従って労働力の場合には，
労働力の消費のいかんによっては，労働力の「再生産」も不可能となる，とい
う一般商品にはみられない「生産」と消費の間の特殊な関連が存在ししかも
労働力の「再生産」の不可能性は同時に資本家社会の社会的な存立そのものの
不可能性，更にいえば経済原則的な人間と自然の聞の物質代謝過程の阻害とな
らざるをえないのであって，まさにこの点から，労働力の所有権の資本家への
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移転は認めえないことになる。生産過程における資本家の指揮・監督・管理に
違反する労働者に対して，資本家は，不良品を処分する様に物理的に抹殺する
権利は与えられておらず，ただかかる労働者を再度労働市場に放逐しうるだけ
なのである。こうして，労働力の場合，その消費の方法に一定の限界が画され
ざるをえず＼その所有権の移転も認められないのである。所有権の移転が認め
られないとすれば，労働力が商品として売買される，ということもいえないこ
とになる。
で、は，労働力は賃貸借される，とすべきなのか。確かに形式上賃貸借との共
通性の方が大きし、。例えば，期間を区切って使用者に譲渡される点は，最も明
確な一致点であろう。しかも，労働力の使用価値は，売り手によって何でも
っくりうるもの，として規定されることによって，生産過程における労働の支
(3) 労働力商品の所有権が販売後も労働者に属する点について梅本克己は「この〈労働
力；l商品の場合，本来商品の売り手にとっては何のかかわりもない筈の使用価値の実
現過程に， この商品の売り手がその所有者として介入する」 （宇野弘蔵，梅本克己
『社会科学と弁証法』岩波書店 239ページ〉とし、う特殊性によるとしその意義を強
調する。これに対し宇野弘蔵は， マルクスの「所有権を放棄しなし、」とし、う文言を
［労働者は奴隷と異って自分自身を売るのでなく，その労働力のく自由な所有者〉と
して一定の時間をかぎって商品として売ることをいっている」 （前掲書280ペー ジ〉
と解釈し， 「すでに売り渡したものに対して『く所有を放棄しなし、〉などと言って』
いるのではないのではないだろうか」 （同〉と述べている。 『資本論』における「所
有権を放棄しなし、」とし、う文言の解釈としては梅本が正しいと思われるが，労働力が
売買の対象とされ，販売されれば売り手は所有権を放棄するはずだ，とし、う宇野の指
摘も『資本論』の解釈とは別に成り立つ議論である。本文でみた様にこの宇野と梅本
の対立の根本は，労働力それ自体を商品として把握しようとする無理を前提としたと
ころにあったのである。
(4) 労働力商品の使用価値が「何でも作れるという一般的使用価値」であり，これによ
って，産業資本は社会的再生産の包摂を可能とした。この点、を明確にしたのは宇野弘
蔵である（『経済原論』岩波書店，合本版81ページ参照〕。マルクスは，労働力商品の
使用価値を価値形成性ないし価値増殖性に求めたが，個々の売買関係に即した規定と
しては不適切であろう。 く労働力〉の売り手は，何でも作れるものとして販売するが
故に，買い手は，自己の目的に即した消費を実現しうるのである。個々の売買関係に
おいては，価値増殖根拠は隠蔽されているとみなければならない。
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出にその使用法が限定されて譲渡されるという点でも，賃貸借との類似性を指
摘できる。形式上の問題だけでいえば，労働力は売買されるのではなく，賃貸
借による，といった方が合理的で、あろう。そして賃貸借と考えることによって，
労働者は労働力に対する所有権を放棄することなく，一定期聞を限って，一定
の使用権＝資本の生産過程における労働力の使用権を譲渡する，ということが
で、きる。
賃貸借とし寸形式は，当該取引対象物の私的所有を前提としまた借り手に
よって支払われる代価も，一般に当該対象物の商品としての価格に規制される
点で，商品経済的な取引関係のー亜種とみることができる。商品経済における
取引関係の基本は，先に述べた様に所有権の移転を伴う商品売買関係である。
賃貸借が商品経済的な取引関係の枠内にあるとしづ場合，商品売買関係に擬制
しうる関係があるはずである。賃貸借の場合，商品化するのは，当該取引対象
物そのものではなく，その対象物に対する一定期間に限つての一定の使用権で
ある。こうした文脈において賃貸借は商品売買と接合する。従って，労働力商
品の売買として従来表現されてきた事態が，実は労働力の賃貸借であるという
場合にも，それは，労働力の一定期間に限つての一定の使用権が商品とされて
売買される，という様に把握しなおされることになる。以下， 〈労働力〉商品
と表記する場合には上述の労働力の一定期間に限つての一定の使用権の商品化
を示し，従来の意味での労働力商品と区別することにしよう。ひとたひ、く労働
力〉商品がこの様に規定されれば， く労働力〉商品の売買としづ場合には，使
用権に関わるところの譲渡の期間と使用の内容は資本家と労働者の聞のネゴシ
エーションによって，商品売買形式の原則とルールによって決定されるかの如
き資本家社会的合理性の外観が付与されることになる。ただし，一般商品の賃
貸借と異って， く労働力〉の場合には，貸し手と貸借対象が不可分であり，貸
借期間に特殊性があり，またさしあたり借り手が使用内容を決定するというこ
とになる。この点は賃貸借一般と区別されるべき重要な相違点である。
以上の様に，本節の最初に提示した問題は，労働力商品化を，労働力の一定
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期間に限つての一定の使用権の商品化として再規定しなおすことによっておお
むね解決された様にJ思われる。
しかしそうとしても残された問題がある。そもそもマルクスが労働力の商品
化，といった場合には，労働者が自己の精神的肉体的諸能力としての労働力を
外化し，あたかも外的な対象物であるかの如くにみなしたのであって，そうす
ることによってく労働力〉ではなし労働力それ自体を商品としたので、あった。
何故マルクスは労働力それ白体を商品としたので、あろうか。このことは「貨幣
の資本への転化」論における労働力商品導入の意味に関わる様に思われる。マ
ルクスは労働力商品の使用価値を，価値形成性ないし価値増殖性に求めた。そ
してかかる使用価値を有するが故に，労働力商品の導入によって，商人資本や
金貸資本の価値増殖におけるアポリアは解決され，産業資本による「合理的」
な価値増殖が導けたのである。しかしこのマルクスの方法には重大な難点があ
った。確かにマルクスは冒頭商品論において，商品価値の実体が抽象的人間労
働にあることを指摘した。従って，このマルクスの議論を前提すれば，人間労
働が商品価値を形成することは導きうるかもしれなし、。しかし「貨幣の資本へ
の転化」論で問題になっているのは価値増殖の必然性であって，単なる価値形
成ではない。たとえ労働力商品の使用価値に価値形成性を認めたとしても，そ
れによって直ちに価値増殖を根拠づけることは出来ない。この限りで，産業資
本が他の諸資本に対して価値増殖において優位にたつ，あるいは内的根拠をも
っ，とは言えない。価値形成性が同時に価値増植性でもあることを明らかにす
るには，人間労働が必要労働を超えて剰余労働をなしうる点を指摘しなければ
ならなし、。それは冒頭商品論における様な価値論の構成では果しえなし、。労
働生産過程論において，労働の社会的規定性を明確にするなかで，社会的な物
質代謝過程における労働生産物の社会的規定と分配関係を明らかにすることを
(5) 労働力の使用価値を価値形成とする規定については『資本論』第四章の産業資本の
導出に関わる部分（前掲書ト）293ページ〉であり，価値増殖とする規定については第
五章の価値増殖を証明している部分（同書 338ページ〉である。
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通じてのみ，剰余労働の存在が示せるのである。結局労働力商品なる規定によ
ったとしても，マルクスの意、図した「資本への転化」は成功したとは言い難い
ということになろう。
これに対して， 『資本論』冒頭商品論における労働価値説の論証に疑義を呈
し，商品，貨幣，資本の展開を流通形態論として生産論範鴎から独立させ，労
働価値説の論証を資本の生産過程において行うべきだとする宇野弘蔵の『資本
論』再構成の試みは，商品価値の実体としての抽象的人間労働の規定を，労働
生産過程を媒介として直接に労働の社会的規定性を含蓄して概念規定しうる方
法として優れたものといえる。かかる原理論の再構成に伴って， 「貨幣の資本
への転化」論は，資本形式論として説かれることになった。流通形態論の方法
は，必然的にかかる修正を導くとはいえ，以前別のところで、述べた様に，宇野
の資本形式論には流通形態論としての徹底化という面で未だ納得し難い点が残
されていた。結論だけを指摘しておけば，特殊歴史的（世界史の一段階を画す
るとしづ意味での歴史性〉とは言い難し、商品，貨幣，資本とし、う流通形態の展
開に， 「産業資本的形式」としづ特殊歴史的な資本形式を含ませることには無
理があること，産業資本的形式が商人資本的形式や金貸資本的形式に対して価
値増殖の社会的根拠を有する必然性を，流通形態論の展開だけから説くことは
無理であること，生産の技術的関連に触れることなくして形式としてであれ産
業資本を説くことは無理であること，以上の三点を根拠に，私は資本形式論の
展開から産業資本的形式は排除されるべきであると主張した。これに対して私
は，産業資本を，流通形態と労働生産過程を前提としつつ，この両者の統一的
運動体として位置づけ，従ってその価値増殖も直接に労働生産過程における労
働者の剰余労働によって根拠づけるべきであるとした。こうした構成をとるこ
とによって，労働力それ自身ではなくく労働力〉が商品とされ，それが流通形
態と労働生産過程を媒介しまた後者を前者に包摂する結節環と位置づけられ
(6) 拙稿「資本形式論の再検討一一流通形態論徹定化のために一一」『経済学研究』（束
大） 22号， 1979年。
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る点が明確になると思われるのである。 く労働力〉商品は直接経験的世界にお
いて見い出しうるものではなく，産業資本の運動を把握するための概念装置と
して導かれるのである。
3. く労働力〉売買における期限について
マルクスは次の様に述べている。
「労働力の所持者と貨幣所持者とは，市場で出会って互いに対等な商品所持
者として関係を結ぶのであり，彼らの違いは，ただ，一方は買い手で他方は
売り手だということだけであって，両方とも法律上では平等な人である。こ
の関係の持続は，労働力の所有者がつねにただ一定の時間を限つてのみ労働
力を売るということを必要とする」
労働力の売買が「対等な商品所持者」相互の間で行なわれる必要条件として，
時間を区切っての労働力の売買が指摘されている。確かに無期限で労働力を販
売してしまえば「自分自身を売ることになり，彼は自由人から奴隷に，商品所
持者から商品になってしまう」といえるが，逆に期限付の売買ならば無条件に
「対等な商品所持者」としての売買関係になるとし、し、うるか，にわかには断定
し難い。この点は後にく労働力〉の売買と消費過程の関連で問題にするが，こ
こで問題の所在だけ示しておけば， く労働力〉商品は資本によって自由な生産
が出来ず，一般に好況末期を別とすると過剰人口圧力を常に受けている特殊な
構造のく労働力〉市場をもっ商品で、あり，また売り手は売買成立後も労働力の
直接的な消費者として，労働力の消費過程に関与せざるをえず，従って，かか
る消費過程における資本家と労働者の階級関係と全く無関係なものとしてく労
働力〉商品の売買関係を考察する訳にはゆかないということ，ここに賃金論と
して後に売買関係を再措定する必然性があること，これである。
ここでは以上の問題とは別に，マルクスが「一定の時聞を限つてのみ労働力
(7) 『資本論』前掲書←~ 294ページ。
(8) 『資本論』前掲書ト） 294ページ。
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を売る」とし、う場合の「一定の時間」をどの様に理解すべきか，とし、う問題を
考えておきたし、。この「一定の時間」には二つの解釈が可能で、ある。第一は，
一日に何時間労働するのか，とし、う場合の労働時間，あるいは労働日と解釈す
る場合，第二は，〈労働力〉の代価を支払うまでの期間と解釈する場合である。
く労働力〉の代価支払いが日給制の場合には，第一と第二で相違が生じない様
にもみえるが，必ずしもそうはいえないことを後に示そう。一般に前者では，労
働力が資本の生産過程における資本家の指揮・監督・管理の下で，資本家の目的
意識に沿って消費されている時間のみが考えられており，後者には更に生活過
程に費やされる時間も含まれることになる。第一の場合であれば，一般の賃貸
借における貸借期間とほぼ類似の関係をみることが出来，第二の場合はそうで
はない。く労働力〉商品がこの点において特殊であるか否かは，「一定の時間」
を第一の様に解釈出来るか，それとも第この様に解釈出来るかに関わってくる。
第一の場合，即ち労働日と解釈する場合を考えてみよう。これが妥当性をも
つためには， 〈労働力〉の売買契約に際して，労働時間ないし労働日を明確に
決定する必然、性を示さねばならない。果してこのことが言えるであろうか。ま
ず売り手の労働者の事情からみてみる。労働者が〈労働力〉を商品として販売
する理由は，生産手段を奪われた無産労働者として唯一残された生活手段獲得
方法である，ということによる。従ってく労働力〉商品の価格は労働者＝売り
手の立場にたてば，生活に必要な生活手段を買い戻しうるものでなくてはなら
ない。こうした労働者の事情から，労働時間を示してく労働力〉を販売する必
然性は生じうるであろうか。もし労働力の消費と労働力の所謂「再生産」と
の間に比例的関係が成立するとすれば，労働者が生活過程で消費する生活手段
の量と労働者の支出する労働量，従って労働時間の聞にも比例的関係が成立し，
〈労働力〉の価格は労働時間が決定されなければ決定しえないことになる。し
かし労働力は他の一般の商品と異なり，例えば労働力を10時間支出した場合と
1時間支出した場合を比較して，前者が後者の10倍の労働力の消費であったと
してもその「再生産」にやはり10倍の生活手段を必要とする，とし、う関係には
-12-
-13-
ない。労働時間の延長に対して「再生産」に要する生活手段量は同一であるか，
あるいは労働時間の延長に比較してず、っとわずかの増加で構わないといえる。
これは，人間労働が経済原則論的にいって，必然的に剰余労働をなしうること
に根拠があり，こうした労働力の消費と「再生産」の聞の特殊な関係が，マル
クスによって絶対的剰余価値の生産として描かれた様な搾取形式を可能にする
のである。こうして労働力の売り手である労働者の立場からすると，労働時間
を明確にして販売する理由は， く労働力〉の代価との関連では存在しない。一
般の賃貸借の場合には，借り手の手にゆだねられている期間の長短は直ちにそ
の代価の高低に反映するがく労働力〉の場合には必ずしもそうとはいえないこ
とになる。しかし賃金形態をとると，労働者のく労働力〉の売買における労働
時間へのこだわりが，生理的限界を超えて労働時間が設定される可能性がある
ということ，く労働力〉商品の販売後も労働者は労働力消費の実質的な管理・決
定権を剥奪されながらもその直接的消費者たらざるをえないということなど，
すぐれて非商品経済的な資本家との階級関係を含んで示されることになる。
では，資本家の側ではどうであろうか。資本家は生産過程を遂行するために
く労働力〉商品を需要するが，労働者によって行なわれる労働に資本の価値増
殖根拠があると意識している訳ではない。ただ， 〈労働力〉への代価支払いを
据え置いて，より長く労働させることによって，生産される商品の費用価格が
低下し，得られる利潤の増大することは認識できる。しかも機械制大工業を前
提すれば，資本の生産過程を支配する時間の質は均質な物理的時間〈ピストン
運動やベノレトコンベアーの運動に代表される様な無限の反復・連続運動として
の時間〉であって，人聞が生物として必然的に保持する自然的な時間（1日を
サイクルとする多様性を内包した時間〉を極力嫌う。機械の休止は自然的な摩
滅に身をゆだねるだけで，生産物への価値移転を不可能とする無駄な時間でし
かない。逆に人聞が労働を「休止」するのは，労働力の「再生産」に関わり，ま
た本来的に人間の労働行為は，労働「休止」期における人間の諸活動を維持す
る手段である。生産過程の機械は，生産それ自体を自己目的とするものであっ
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て，直接にはその機械を操作ないし補助する労働者の労働「休止」期は考慮さ
れていなし、。生産過程をこうした機械制大工業によって，従って機械の論理に
よって編成することが最も商品経済的な合理性にみあうということを，資本家
は十分に知悉している。従って資本家は，この生産手段の不断の稼動という目
的を遂行するために，労働者の労働時聞をもこの機械の論理に合わせて無限に
増大しようと意図する。最大限の価値増殖を求める資本と，機械制大工業にお
ける効率性の論理からは， く労働力〉の売買に際して積極的に労働時聞を限定
する必然性は生じないのである。しかしながら資本家が実際には労働者の労働
時間をある限界内におしとどめねばならないのは，生理的限界を超えた労働の
支出がもたらす労働者の錯誤や労働能率の低下が資本の価値増殖に対しでもつ
マイナスの影響によるものということができる。従って個々の資本家が労働時
聞を限定するのは，労働者との階級関係上のネゴシエーションを含めてすぐれ
て生産過程的な要因によるのであって， く労働力〉商品の代価との関連ではな
い，ということになる。
以上の様にく労働力〉商品が一定の期間を区切って販売されるとしづ場合
に，この一定期間を労働時間と解釈するための商品経済的な合理性は見い出せ
なかった，といってよい。労働時間は実際にはく労働力〉商品の売買に関りな
がらも，売買形式に関する「一定の時間」とは区別すべきであるし，また純粋
に商品経済的な売り手と買い手の関係のみでは決定されないとし、う意味でも区
別されねばならないとすれば， 「一定の時間」とは売買成立からく労働力〉の
代価を支払うまでの期間と考えてよいことになろうが，しかしこの点について
更に立ち入って検討しておかねばならない問題がある。
く労働力〉の代価支払までの期間としづ場合に，明確にしておく必要のある
事柄は，第一に，代価支払までの期間はどの様にして決定されるのか，第二
に，代価支払までの期間をく労働力〉商品売買における「一定の時間」とする
と，労働者の生活過程としての時間もこれに含まれることになるが，この生活
過程では言うまでもなく労働者は自らの労働力の使用権を資本家に譲渡してい
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ないのであって，かかる生活過程における時聞が「一定の時間」に含まれるこ
との妥当性がどこにあるのか，以上の二点である。
第一の点についてO まず，買い手の資本家の側には代価支払いまでの期間を
決定する根本的な条件がある。それは労働過程終了までの期間がひとつの目安
になる。例えば熟練労働や手工業を基礎とする工場内分業といった場合には，
生産物の完成まで同ーの労働者を自己の生産過程に拘束しておかないと労働者
間の分業関係の調和が保たれず，資本家にとっては必ずしも有利とはいえな
い。しかし，機械制大工業を前提とし，単純労働のみを考慮する原理論の枠組
を承認する限りでは， 〈労働力〉売買に際しての「一定の時間」はどの様にで
も区切れると考えてよし、。とはし、え，資本家が生産量の変更や固定資本等にお
ける新方法の採用の専一的決定権をもっ以上， こうした生産過程における量
的・質的な変更を迅速に遂行しうる様にく労働力〉の「一定の時間」も設定し
ようとする傾向があるとするならば，それはなるべく短期間であることを選好
することになろう。好況末期の様なく労働力〉需給の逼迫期を別とすれば，一
般に過剰人口圧力が多かれ少かれ存在するために， 「一定の時間」を短期にお
さえるデメリット（再度の購買が成立しえないということ，価格の上昇など〉
は資本家にとっては大きくなし、。逆に労働者の側の事情はどうであろうか。抽
象的には，労働者は労働力の「再生産」を確保しうる代価を受けとる限りで，
代価支払までの期間はどの様に決定されてもよいということになる。しかし，
労働者の生活過程のサイクルが1日を最小単位とするとすれば，労働者による
く労働力〉の販売もその「一定の時間」は最低限1日ということになろう。勿
論1日に決定される必然性は存在しないのであって，個々の資本家と労働者の
聞の売買交渉ゃく労働力〉の需給関係，景気循還の諸局面等によって様々な決
定が下されることは排除できない。
第二の点について。以上の様に， く労働力〉の売買が原則として 1日を単位
とすると考えるとき，売買契約は当日の朝に行なわれ，夜に生産過程から出た
段階で資本家は代価を支払い労働力の使用権を放棄する，ということになる。
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そうとすれば，生活過程がく労働力〉の売買に際して決定される「一定の時間」
に含まれることはないとも考えられよう。しかし「一定の時間」が1日という
のは動かし難し、ものではなくそれ以上の場合もありうるのであり，その場合に
は，生活過程にふり向けられる時間も「一定の時間」に入り込まざるをえない。
あるいは， 「一定の時間」を1日とした場合で、も，例えば昼食とか便所へ行く
時間などは本来資本家がく労働力〉の購買の際に意図した労働力の消費に即す
行為ではありえないにもかかわらず，かかる時聞を多かれ少なかれ含まざるを
えないのである。従って， 1日を単位とするく労働力〉の売買といえども，こ
の「一定の時間」の内部から労働者の生活過程に属する部分を完全に排除する
ことは難しいといえる。明らかに，商品売買が成立し商品が買い手に譲渡さ
れた後においても，買い手がその商品の処分権を行使しえない場合が生ずると
いうのは，一般的な商品においては起こりえない特殊く労働力〉商品の性質に
由来するものといえる。労働力を資本家が，その使用権を獲得した全期間にわ
たって生産過程で支障なく消費するためには，他方で労働者による正常な肉体
的精神的諸能力の支出が維持されなければならなし、。そしてそのためには労働
力の「再生産」過程たる，生活過程の遂行が不可欠となる。しかも労働力の
「再生産」に関しては資本の生産過程外で，労働者自らの手によって行なわれ
る以外にない。資本自らが直接生産しえない労働力を不断にく労働力〉として
商品化するためには，資本家の手にその使用権が譲渡されている期間といえど
も，その使用権を停止せざるをえない一定の期間が含まれざるをえないのであ
る。
労働力の「一定の時間」を区切っての一定の使用権の売買としづ場合の「一
定の時間」には，上述の様なく労働力〉商品の特殊性から，生活過程を含まざ
るをえないことになるし，またそれは決しておかしなこととは考えられないの
である。
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4. く労働力〉商品の売買と使用価値の譲渡について
マルクスは，労働力の売買契約とその使用価値の現実の譲渡が時間的にズレ
るとして，次の様に述べている。
「この独自な商品，労働力の特有な性質は，買い手と売り手とが契約を結ん
でもこの商品の使用価値はまだ現実に買い手の手に移ってはいないというこ
とをともなう。……その使用価値はあとで行なわれる力の発揮においてはじ
めて成り立つのである。だから，力の譲渡と，その現実の発揮すなわちその
使用価値としての定在とが，時間的に離れているのである」
ここでのマルクスの叙述の意味は，ひとつには，労働力商品の場合，売買契約
が成立して直ちにその場で資本家が労働力を受けとり，これを消費する訳では
なく，労働者が資本の生産過程に入り，資本家の指揮・監督・管理のもとで労
働力を支出することによってはじめて資本家は「現実に」 「力の譲渡」をうけ
た，ととることができる。このことは，一般商品の場合には，売買の成立と同
時に使用価値が買い手に「現実」に「譲渡」されることに対する労働力商品の
特殊性を指摘したものと理解することができる。
しかしこの一般商品との比較は必ずしも納得のできるものではない。マルク
スは労働力の使用価値の「現実」の譲渡を，その使用価値の「現実の発揮J，即
ち買い手による消費として規定したので、あるから， これとの対比でいうなら
ば，一般商品の場合もその売買の成立と買い手によるその商品の実際の消費が
時間的にズレるかどうか，という点をとりあげて，これとの比較によって労働
力商品の特殊性を示すべきであろう。しかしこうした比較がなされる限りで，
労働力と一般商品とで相違は認められない。一般商品の場合も，売買の成立に
よって買い手にその商品体が譲渡されるとはし、ぇ，買い手による実際の消費が
時間的に遅れることはむしろ通常のことであろう。
しかし上に引用したマルクスの叙述には別の解釈も可能である。即ち，労働
(9) 『資本論』前掲書（→ 304ペー ジ。
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力商品の売買の成立と，労働者が実際に労働力を資本家の手にゆだねることの
問に時間のズレがあるとしづ解釈である。一般商品の場合には売買の成立と同
時に商品体が買い手に譲渡されるが，労働力商品ではそうはならないというこ
とである。労働者は，売買契約が成立しでも，労働力を自己自身から切り離し
て資本家に譲渡する訳にはゆかないのであるから，売買契約の成立と，実際
に労働者が自らの労働力をたずさえて生産過程に入り，資本家の指揮・監督・
管理に服する聞には時間的なズレが生じざるをえなし、。マルクスは労働力それ
自身が商品化されるととらえたので，労働力の売買の成立によって，資本家の
手に「〔労働〕力の譲渡」がなされながらもそれは「現実」の譲渡と区別され
るべきだ，ということになった。マルクスはこれを形式的譲渡と現実的引き渡
しとして区別しようとしたが，一体「現実」の労働力の譲渡と区別される形式
的な「力の譲渡」とは何なのであろうか。労働者と資本家の聞の売買契約によ
って，形式的にせよまず譲渡されるものは何なのであろうか。むしろマルクス
の様に労働力それ自身が商品化されるとするならば，その売買の成立とともに
何ものも資本家には譲渡されていない， と考える以外にないのではなかろう
か。確かに物的対象性をもった、モノ、は譲渡されていないが，売買の成立に
よって，売り手と買い手の聞に何らかの、コト、が生じ，それをマルクスは「力
の譲渡」として、モノ、に擬制したのだ，と言えるかもしれなし、。しかしそう
だとしても，それを労働力そのものの商品化として考えることには無理がある
刷本稿第五節の『資本論』からの引用を参照のこと。
(1）宇野弘蔵も「労働力が商品として買入れられ，その消費が商品としての使用価値の
消費に過ぎないとしても，それは決して労働力がく人間の身体，生きた人格の中に存
在する身心の能力の総括として〉ある事実を否定することは出来ない。寧ろかかる人
間の能力を物として扱うところに資本の性質が規定される」 （『価値論の研究』， 『著
作集』第三巻岩波書店488ページ〉としている。問題は「人間の能力を物として扱う」
形式である。労働力そのものが物でないという「事実を否定することは出来なし、」反
面，何らかの形式によって物化しなければ商品経済の論理で処理することも出来ない
という点にある。これを労働力それ白体が商品化されるとして，物化される面を強調
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のではなかろうか。先に述べた様に，労働力の売買ではなく労働力の一定期間
に限つての一定の使用権の売買とすることによって，資本家と労働者の間の売
買関係を理解すれば，上の問題も解決がつく。売買の対象が労働力そのもので
はなく， く労働力〉であることによって，売買成立時点と労働力の現実的引渡
しとの時間的ズレは売買形式上の合理性をうるのであり，そこに何ら不自然さ
はない。資本家と労働者の聞に成立する売買関係は何らかの、モノ、に関する
ものではなし、。資本家と労働者の聞の特定の関係それ自身が商品売買の対象と
される。資本家と労働者の関係は，資本家による主体的能動的な労働に対する
意志決定の独占と，そこからの労働者の排除の関係であり，労働者による労働
行為を単なる直接的な合目的的な労働行為，あるいは単なる機械の補助労働と
する，とし、う生産過程における両者の関係としてあらわれ，この関係のなかで，
労働者によって生産された剰余価値の資本家による搾取が貫徹される。この資
本家と労働者の関係を、モノ、として擬制化することによって，商品経済はこ
の関係を自己の内部に包摂可能なものとする。まさにく労働力〉商品化はこの
資本家と労働者の間の階級関係・搾取関係を、モノ、に擬制化することによっ
て，強引に商品経済的合理性の外観を与えることに他ならなし、。このことによ
って関係そのものは勿論物化しきれる訳ではないが。
5. く労働力〉代価の後払いの意味
く労働力〉代価の後払いにつし・て，マルクスは次の様に述べている。
「このような商品，すなわち売り手による使用価値の形式的譲渡と買い手へ
のその現実の引き渡しとが時間的に離れている商品の場合には，買い手の貨
幣はたいていは支払手段として機能する。資本主義的生産様式の行なわれて
いる国ではどの国でも，労働力は，売買契約で確定された期間だけ機能して
してしまうと，物化しきれないという面との相旭が明確にならないと思われる。むし
ろ労働力それ自体を商品とするのではなくく労働力〉を商品とすることによって，か
かる難点は解決されるのではなかろうか。
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しまったあとで，たとえば各週末に，はじめて支払を受ける。だから，労働
者はどこでも労働力の使用価値を資本家に前貸しするわけである。労働者
は，労働力の価格の支払を受ける前に，労働力を買い手に消費させるのであ
(12) 
り，したがって， どこでも労働者が資本家に信用を与えるのである」
ここでの検討課題は二つある。第一に，労働力への支払いが後払いとなる根拠
を，使用価値の形式的譲渡と現実的引渡しの時間的ズレに求めることは，妥当
といえるかどうか，第二に，労働への支払いが後払いであることを，いわば信
用売買にアナロジーさせることは，妥当であるかどうか，以上の二点である。
第一の点についてO この点は既に述べたことからおおよその結論は推察され
よう。前節で検討した様に，使用価値の形式的譲渡と現実的引渡しの関係につ
いての解釈は二通りに出来るが，どちらをとるにせよ労働力に対する支払いを
後払いとする根拠にはならない。何故ならば，商品売買の成立と，商品の使用
価値としての消費の時間的ズレは一般商品にもみられることであって，労働力
商品に特殊とはいえず，これをもって代価後払いを根拠づけることは出来ない
からである。また他方，労働力商品の売買が成立しでも，実際に労働者が資本
家の指揮・監督・管理に自らをゆだねる時点までは労働者が労働力の使用権を
いわば｜所有」していなければならない，といういみでの時間的なズレとする
場合でも，労働力の代価支払いが，労働者の生産過程へ入る時点で行なわれる
のではない以上，これを根拠とすることは出来ない。また私見による様にく労
働力〉を商品とみることから直ちに後払いの必然性が説きうる訳でもなし、。家
屋の賃貸借の様な場合を考えればわかる様に，それは前払いの場合も後払いの
場合もあり一定しない。 く労働力〉に関して後払いであることを論証するため
には，第一に，労働力の消費の終了後で、なければ代価の支払いが行なわれない
ということの必然性を説くこと，第二に，前払いと後払いとし、う選択可能な支
払方法から後者を選択する，というのではなく， く労働力〉商品に限っては後
。2) 『資本論」前掲書←） 304-5ページ。
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払いが一般的形式であることを説くこと，以上のことが必要となってくる。
まず，売買成立と同時にその代価の支払いが行なわれない理由を，売り手，
買い手双方に即して検討してみよう。まず売り手たる労働者はどうか。労働者
の側にく労働力〉の代価を前払いとすべき理由があるとすれば，受け取った代
価によって生活手段を買い戻し，それによる労働力の「再生産」によりなが
ら資本家による労働力の使用を許す，としづ場合であろう。換言すれば，く労
働力〉を商品として販売するとはいえ，この販売の時点ではかかるく労働力〉
商品は，その使用価値としての内実を有していないことになる。一般商品との
対比でいえば，買い手が前払いし，売り手はこの貨幣でもって買い手に譲渡す
べき商品の生産に必要な生産手段ゃく労働力〉を手当てする，とし、う特殊な場
合である。逆にもしく労働力〉代価の後払いでも構わないとする場合があるな
らば，これは労働者の手元に代価支払いまでの期間の労働力を「再生産」する
のに必要な貨幣ないし生活手段の準備の存在する場合であろう。この場合に
は， く労働力〉商品はその使用価値の内実を有するものとして市場に供給され
ているとみることができょう。く労働力〉市場には，前払いでなければならない
く労働力〉と後払いでも構わない《労働力〉が併存していると考えることが出
来る。 く労働力〉市場では，好況末期の様な特定の循環局面を除けば，常に多
かれ少なかれの過剰人口圧力の存在があり，従って第二の条件における労働者
がまず資本家の購買対象とされうることになろう。将来の労働力の「再生産J
を条件にく労働力〉を販売する労働者は，既に労働者間の販売競争において不
利な立場に立たざるをえないからである。こうして， く労働力〉市場には潜在
的に， く労働力〉の代価前払いを要求する労働者が存在しながらも，一般的に
はく労働力〉の代価後払いを可能とするく労働力〉のみがその販売を実現する
ことになる。
第二の条件の労働者にとって，代価支払いは後払いでも前払いでもさしあた
り構わないとすれば，代価支払い方法の決定はもっぱら買い手である資本家の
動機によって左右されると考えてよいことになろう。資本家がく労働力〉の購
- 21 民一
- 2ー
買によって充足しようとする自己の欲望は，最大限の価値増殖を実現しうる様
な商品の生産に必要な労働力を，労働者によって消費させることである。資本
家は労働力を一定期間に限って一定の使用法によって処分する権利を獲得した
とはいえ，資本家が直接自らの手で労働力を消費することは出来ない。飽くま
で、労働力の直接的消費は労働者によってなされる以外にないのである。このこ
とが資本家をしてく労働力〉商品の代価支払いを労働力の消費終了後に延長さ
せる根拠である。一般商品の場合でも，購買した商品が意図した様な自己の使
用価値欲望を充足しえなかった，ということは十分考えられるが，この点を予
想して買い手が後払いを主張することは出来なし、。そもそも商品売買関係にお
いて，売り手にとっては自己の販売する商品は他人のための使用価値で、しかな
く，当該商品の使用価値性質に対する認識は，一般的・抽象的にならざるをえ
ない。売り手は自己の商品がどの様に消費されるかに関知しえない。他方，買
し、手は，ある特定の使用価値欲望の充足のために商品を購買する。買い手は自
らの意図と目的意識的行為によって，この商品を消費する。売り手の意志や意、
。3) 次の様な日高普の指摘は極めて有益である。 「…労働力としづ商品はきわめて特殊
な商品であって，労働者のλ格に密着している。資本家は買い入れた労働力をふつう
の商品のように，自分の意志だけで消費することができない。労働力の消費はどうし
ても労働者の意志をつうじておこなわれるほかはない。」 労働力の代価を前払いとす
ると，資本家の指揮に服さぬ労働者がし、る場合に「椴をもって」服従させる以外に方
法がないことになる。これに対して「労働力の代価を労働の後に支払うことで，縦な
しに，つまり商品形態だけをつうじて労働者の服従を確保できるのである」（『全訂経
済原論』時潮社， 86ペー ジ〉。 これに対しては梅本による反論があり，彼は，「く後払
し、〉は労働力商品の場合，交換の場が労働にあるということの中に求めらるべきであ
ろう」（前掲『社会科学と弁証法』 157ページ〉とした。しかしこの様に理解したから
といって，後払いの必然性を説いたことにはなるまい。代（聞を先に払ったのちに「交
換の場」たる「労働」が設定されてはならない理由はないからである。問題はむし
ろ，生産過程における資本家と労働者の関係を「交換の場」とみなすことにある。生
産過程における両者の関係は形式的にも実質にも交換としづ相互行為ではない。支配
一被支配あるいは管理一被管理とし、う階級関係である。
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図は入り込めない。結果として買い手が自己の欲望を満足しえなかったとすれ
ば，それは専ら買い手の誤った判断によるもの，とされるO 売り手との関係は
一般に問題にならない。 く労働力〉商品の売買も形式的にはこのことが妥当す
る。労働者は，単に労働手段を媒介に労働対象に働きかける技術的な過程を
遂行するにすぎず＼実質的な生産過程における労働力消費の意志決定は専一的
に資本家に握られている訳であるから，意図した結果が得られなかったとすれ
ば，それは資本家の指揮・監督・管理に不手際があったものとされるべきであ
ろう。労働力の使用権が資本家に帰属する以上は当然のことといえる。ところ
が資本家は先に述べた様に，労働力の直接的消費を労働者に依存しなければな
らないために，自らの意図した結果が得られなかった場合の直接の責任を労働
者に転嫁しうることになる。資本家は， く労働力〉の売買契約における使用権
の保有を根拠に，資本家の指揮・監督・管理の下で労働者が労働力を「正常」
に消費したことを確認した上で，その代価の支払いに応じようとすることにな
る。本来，人間の労働は，自己の目的意識に即して，自然に対して働きかける
人間の精神的肉体的諸能力の全面的な行使であるにも拘らず，資本主義におい
ては，かかる労働の全体が，資本家と労働者という異った階級に分有されるた
めに，労働者は自らの労働を他者の意志の下で行なわざるをえない。このこと
によって生じうる全ゆる生産過程における摩擦や軌際を資本家は予想しつつ，
他方でく労働力〉商品化による使用権の取得を根拠に，かかる矛盾の一切を労
働者に転嫁する具体的手段として，く労働力〉の代価を後払いとするのである。
次に第二の問題点一一信用売買とのアナロジー一一に移ろう。信用売買との
アナロジーが語られたのは， く労働力〉の代価後払い， とし、う現象によるが，
今みた様に，後払いの根拠は信用売買とは全く異なるO 信用売買の場合，貨幣
資本の還流との関連を考慮した上で，投下貨幣資本を節約しようとするもので
あって，与信資本の事情を考えないとすれば，その代価支払までの期間も基本
的に受信資本の貨幣資本の還流というすぐれて流通過程的要因に規定される。
しかも信用売買は資本家聞においてしか成立しえない。一方く労働力〉商品
- 23 -
-24-
の売買は，資本家と労働者の聞の売買関係であり，後払いの根拠も生産過程に
おける資本家と労働者の関係によって根拠づけられた。この点で信用売買と
く労働力〉商品の売買の類似性を指摘することには余り意味があるとは思われ
ない。
6. く労働力〉の売買と階級関係
上でも若干触れた様に〈労働力〉商品の代価後払いには，売買形式以上の意
味が含まれている。売買形式の視角からく労働力〉商品の特殊性を考察する本
稿の課題から，この点について本格的に検討しえないが必要な点だけを述べて
おこう。〈労働力〉の売買契約とその代価支払の聞には，資本の生産過程におけ
る労働者と資本家の関係という，商品売買関係とは異質な関係が横たわってい
る。商品売買において商品所有者と貨幣所有者とは，自由な意志によって平等
な関係で相互に向かい合う。商品所有者は市場の需給状況等を考慮しながら，
白己の意志に従って価格を表示する。貨幣所有者も自己の意志に従って妥当と
みなされる価格の商品を購買する。売り手がし、かなる価格を表示しようとも，
また買い手がし、かなる価格で購買しようともさしあたり自由である。こうした
商品経済的な形式上の自由・平等な関係は，資本の生産過程ではみられない。
資本家は労働力の一定の使用権を獲得することによって，自己の自由な意志で
労働力を処分しうることとなる。それを資本家は労働者に対する指揮・監督・
管理を通じて実現する。労働者は逆に自らの労働を自己の自由な意志によって
遂行しえない。労働者は，人間と自然、の物質代謝過程とし、う歴史貫通的な事業
の直接の行為者でありながら，労働者にとってはその行為は単なる自然に対す
る合目的的な素材転換活動としての意味しかもちえない。資本の生産過程が機
械制大工業として行なわれることは，労働者の労働を単純労働とし指揮・監
督・管理を容易にすることを意味する。単純労働化は，労働者による錯誤行為
を最少化し，労働者間の競争を促進し， 「怠惰な」労働者を「勤勉な」労働者
に置き換えることを容易にし，習熟期間や教育費用を最少化する。従って，く労
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働力〉代価の後払いも，かかる資本家による労働者への指揮・監督・管理の十
分な効果を発揮するための手段とされる。このことから更に，資本家にとって
のく労働力〉代価の支払いとは，生産過程における労働者の労働を基準として，
かかる労働に対する報酬とみなされることになる。商品の買い手が，その商品
の価格の妥当性を，自己の使用価値欲望の充足との関連で主観的に評価するの
と同様に， く労働力〉商品の買い手もその価格の妥当性を，労働力消費によっ
て得られるであろう満足によって評価しようとする。しかし資本家は，直接的
な労働力消費を労働者に依存するために，代価後払いによって，常に売買契約
における評価を事後的に修正する権限を留保しようとする。
こうしてく労働力〉商品の売買が，労働とそれに対する報酬という関係とし
て資本家によって把えられることになると，く労働力〉商品の売買関係は，資本
の生産過程における労働者の労働行為と切り離しえないものとなる。労働に対
する報酬である以上，労働者がし、かに労働したか，どれだけ労働したかが，労
働者への支払いの基準として，資本家社会一般に正当なるものとみなされるこ
とになる。こうしてく労働力〉商品の売買関係が，労働とそれに対する報酬の
関係へと転化されると， く労働力〉商品の価格は賃金形態を与えられることに
なる。賃金をめぐる資本家と労働者の関係は，従って，一方で労働に対する報
酬という関係をめぐって展開されつつ，他方で本来的にはく労働力〉商品の売
買関係であることから，売り手＝労働者による労働力「再生産」を維持しうる
価格の要求としても展開されうる可能性をもっO 一般の商品売買とは異なるネ
ゴシエーションの発生する根拠がここにある。
同 〈労働力〉も商品である限り，売買の基準はその価値にある。しかし一般商品の
様に，直接売り手が l~i 己の商品価格の再生産条件を反映しうる様に設定するとは限ら
ない。労賃形態を前提した場合のく労働力〉にあっては，その売り手は，買い手と同
様に，労働における貢献度を自己の報酬の基準とすることになる。しかし，く労働力〉
の繰り返しの売買は，かかるく労働力〉売買の当事者の意図すると否とにかかわら
ず， く労働力〉の価値水準へ収赦してゆく。しかし一般商品の売買の様に，必ずしも
く労働力〉は商品として売買されるとは考えられず，個々のく労働力〉売買がまさに
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7. 結
? …
以上の様に， く労働力〉商品の特殊性は，その売買形式の全体に及び，更に
く労働力〉が商品であるということ自体が労賃形態によって隠蔽され， く労働
力〉の価格が資本の生産過程における労働者の労働貢献度を基準とするブ、ルジ
ョワイデオロギーが正当化される。同時に生産過程における搾取関係が隠蔽さ
れ，生産過程は単なる使用価値としての商品の生産過程としてあらわれ，資本
の価値増殖はもっぱら流通過程における資本家活動一一ーより安く生産手段と
「労働」を買い，より高く生産された商品を売る，とし、う活動一ーの結果とみ
なされることになる。従って生産活動も資本家の生産活動として，より高く商
品を販売するための品質管理，工程管理等として，全て流通形態的な費用価格
の節約関係に翻訳されて評価，考慮されることになる。賃金形態を媒介とし
て，資本の生産過程は流通形態的な関係に翻訳可能なものとされ，かかる関係
を前提として「資本の流通過程」論の展開も可能となる。
こうしたく労働力〉商品の特殊性（商品としての特殊性及びその機能として
の特殊性〉は，何によるのであろうか。これは端的にいって， 〈労働力〉商品
の使用価値が，労働者自身と不可分な労働力である，ということによるといえ
よう。このことによって，資本家は，労働力を労働者と分離して直接自らの手
で消費しえず，従って生産過程における人間関係が資本家と労働者といういわ
ば支配－被支配の関係として必然化し， 〈労働力〉商品の売買形式もかかる生
産過程での階級関係と無関係となりえないために，自由・平等な形式としてそ
のまま実現されず，賃金形態をとることになる。これはく労働力〉が商品化さ
れている限り不可避な関係であって， く労働力〉商品の商品経済的な自由・平
労働とそれに対する報酬の関係とみなされること， く労働力〉商品の売買関係の背後
に生産過程における階級関係が存在していること，これらがく労働力〉商品の価値を
その売買関係のなかで実現してゆく際にいかなる影響を与えるものなのか，今後更に
検討されるべきであろう。
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等な売買関係は，同時に，生産過程における階級関係を否定せずには実現しえ
ず， このいみで， く労働力〉はその商品性を貫徹しようとすれば，同時に商品
であることを廃棄する以外にないのである。 く労働力〉商品に関する限り実質
を伴わない形式的な平等性は存在しえないのである。勿論原理的世界におい
て，このく労働力〉商品の廃棄の必然性を説くことは出来なし、。しかしく労働
力〉商品の廃棄の正当性は十分に説きうるものといわねばならない。
ヒ訂正〉
前号の拙稿「『資本論』第二巻エンゲルスの序文をめぐる価値諭論争（3）」について，下
記の部分を訂正します。
6ページ下から 5行目及び7ペー ジ 2行自の「現実的」を「怒意的」に訂正。
拙稿におけるシュミット評価を修正する必要はないが，価値法則が仮説でありながら
「洛意、的」でないとする根拠が彼の場合どの様に考えられているのか，更に問題とされる
べきであろう。
なおこの点の御指摘を頂いた武蔵大学の棲井毅教授及ひ、折原裕氏に感謝します。
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